
本県の科学技術・イノベーション創出の振興に関する施策展開の方向性や具体的なプログラムを示す。

県の総合計画である埼玉県5か年計画の下位計画として位置づけ、国の科学技術・イノベーション基本計画を勘案して策定。

令和4(2022)年度から令和8(2026)年度までの5年間

（１）計画策定の趣旨

埼玉県科学技術・イノベーション基本計画（仮称）の策定について

（２）計画期間

（３）計画の構成

「１ 埼玉県と科学技術を取り巻く現状」 「２ 基本理念」 「３ 基本目標・基本施策」の3部構成

（４）今後のスケジュール

令和3年 9月～11月 第2回科学技術・イノベーション会議（計画案に対する意見聴取）

10月～11月 県民コメント実施

令和4年 1月 議案提出知事決裁

2月 県議会へ上程

3月 議決、公表
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●我が国が目指す社会（Society5.0）
①国民の安全と安心を確保する持続可能で強靭な社会
②一人ひとりの多様な幸せ（well-being）が実現できる社会

埼玉県科学技術・イノベーション基本計画（仮称）案の概要

１ 計画の構成

①人口減少と肩車型社会の到来 ②新たな社会に向けた変革の進展 ③カーボンニュートラルに向けた動き

④本県の産業構造と立地環境 ⑤科学技術を担う人材の現状 ⑥科学技術に対する県民の意識

１ 埼玉県と科学技術を取り巻く現状

県内産業の持続的な成長と県民生活の質の向上につながる科学技術・イノベーション創出の振興

２ 基本理念

３ 基本目標・基本施策

【基本目標Ⅰ】
持続可能で強靭な社会の実現に向けた
新たな技術の実装

●将来像の実現に向けた基本姿勢
①埼玉版ＳＤＧｓの推進
②新たな社会に向けた変革

■将来像１ 安心・安全の追究
■将来像２ 誰もが輝く社会
■将来像３ 持続可能な成長

埼玉県５か年計画大綱 ～日本一暮らしやすい埼玉へ～

【基本目標Ⅱ】
競争力強化につながるイノベーション創出の
促進

【基本目標Ⅲ】
超スマート社会を担う人材の育成

【国】科学技術・イノベーション基本計画（R3.3.26閣議決定）

・施策１ スマートでレジリエントな社会の構築
・施策２ デジタル社会に対応した行政サービスの展開
・施策３ DXによる新たな価値の創出

・施策１ 社会課題の解決に資するイノベーションの創出
・施策２ 産学官連携による新たな価値の共創
・施策３ イノベーションの創出をもたらす産業の集積

・施策１ 科学技術への興味・関心を高める教育の推進
・施策２ 技術革新に対応し未来を創る人材の育成
・施策３ 産業界のニーズに対応する人材の育成
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【参考】埼玉県５か年計画大綱 ～日本一暮らしやすい埼玉へ～ 概要①
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【参考】埼玉県５か年計画大綱 ～日本一暮らしやすい埼玉へ～ 概要②
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【参考】埼玉県５か年計画大綱 ～日本一暮らしやすい埼玉へ～ 概要③
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【参考】国の科学技術・イノベーション基本計画 概要
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取り組んでいる

12.4％

関心はあるが

取組に至って

いない29.5％
関心がない

25.1％

分からない

33％

埼玉県と科学技術を取り巻く現状①

・本県の人口はこれまで一貫して増加してきたが、間もなく人口減少の局面に
突入し、2040年には700万人を下回ると予測

・65歳以上の高齢者は2040年には約230万人まで増加し、県民の3人に1
人が高齢者となる見込み

・15歳から64歳までの生産年齢人口の割合は、2040年には約55％まで低
下し、現役世代1人が高齢者1人を支える「肩車型社会」に迫る

（１）人口減少と肩車型社会の到来

・IoT、ロボット、AI、ビッグデータなど社会のあり方に影響を及ぼす新たな技術
の活用による、新たな社会に向けた変革が進展

・新型コロナウイルス感染症の世界的流行により、デジタル化やリモート化に向
けた社会の変化が急激に加速

（２）新たな社会に向けた変革の進展

・データとデジタル技術を活用して新たな価値を生み出す「デジタルトランス
フォーメーション」の推進が必要

【DXの取組状況（県内企業）】

7埼玉県四半期動向調査（令和3年4月～6月期）
N=1,482社

２ 埼玉県と科学技術を取り巻く現状



埼玉県と科学技術を取り巻く現状②

・製造業の事業所数が全国3位（10,461所）、製造品出荷額が全国6位
（13兆7,244億円）と全国有数の工業県

・一方で、製造業の１事業所当たりの付加価値額は全国29位（4.5億円）に
とどまっている（※全国平均 5.5億円）

・首都圏の巨大マーケットの中心に位置し、高速道路・新幹線による充実した交
通網を通じて東日本全体をカバー可能

・理化学研究所をはじめとして、県内・近県に多くの研究機関や大学が立地

（４）本県の産業構造と立地環境

●イノベーション創出に向けた国の動向
《成長戦略実行計画》
・労働生産性上昇の鍵はイノベーション
・成長の潜在可能性がある分野 ⇒ デジタル、グリーン
・研究開発､社会実装､人材育成等を戦略的に推進する分野

⇒ 革新的環境技術、AI技術、バイオ技術、マテリアル技術等

■令和２年工業統計調査（速報） 単位：億円

製造品出荷額等 付加価値額

10,461 137,244 47,448 13.1 4.5

全国３位 全国６位 全国６位 全国２７位 全国２９位

事業所数 製造品出荷額等 付加価値額
１事業所当たり

・本県産業の「稼げる力」を高めるためには、優位な立地環境を活かすとともに、
成長可能性が高い分野をはじめとした様々な分野でイノベーションの創出が必要

（３）カーボンニュートラルに向けた動き

・温室効果ガスの排出を前提とする経済活動が基盤となっている現状の社会
構造とは異なるカーボンニュートラルの実現を目指す必要

・温室効果ガスの排出等を要因とした気候変動により激甚化・頻発化する気
象災害への対応は重要な課題

・カーボンニュートラルへの対応を、経済成長の制約やコストではなく、産業構
造の転換と力強い成長を生み出す機会ととらえる動きが加速

・国は、令和2年10月に「２０５０年カーボンニュートラル」宣言し、革新的な
イノベーションをその実現の鍵と位置付け

《2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略》
・「経済と環境の好循環」を作っていく産業政策＝グリーン成長戦略
・成長が期待される分野 (14分野)
⇒エネルギー関連

洋上風力・太陽光・地熱産業 水素・燃料アンモニア産業
次世代熱エネルギー産業 原子力産業

輸送・製造関連
自動車・蓄電池産業 半導体・情報通信産業
船舶産業 物流・人流・土木インフラ産業
食料・農林水産業 航空機産業
カーボンリサイクル・マテリアル産業

家庭・オフィス関連
住宅・建築物産業・次世代電力マネジメント産業
資源循環関連産業 ライフスタイル関連産業 8



（５）科学技術を担う人材の現状

・県民の関心が高い科学技術の分野は、「健康・医療・介護・生命科学」、
「ＡＩ・データサイエンス・コンピュータシステム」、「環境・資源・エネルギー」

（６）科学技術に対する県民の意識

●県政サポーターアンケート結果【科学技術で関心のある分野】
「健康・医療・介護・生命科学」が全体で81.1％と最も高く、「人口知能(AI)・データサ
イエンス・コンピュータシステム」(68.0%)、「環境・資源・エネルギー」(67.8%)が続く。

■｢数学･理科を使うことが含まれる職業につきたい｣と答えた割合（％）

2011 2015 2019
2019

国際平均

数学 18 21 23 49

理科 20 25 27 57

資料：国際数学・理科教育動向調査

中学校

埼玉県と科学技術を取り巻く現状③

・科学技術に対する興味・関心を高め、急速な技術革新に対応できる人材を
育成することが必要

・SDGsやカーボンニュートラルの動向も踏まえて、福祉・医療・環境など県民生
活に身近な分野において、持続可能な社会の構築に資する新たな技術の実
装が必要

・数学・理科を使う職業に対する関心が低い

・「先進技術（AIやIoT、RPA等）の導入活用」や「新たな研究、開発、製
造への取組」における問題点として半数以上の県内企業が「対応できる人材
の確保」「人材不足」と回答

人材不足 施設の老朽化 資金不足 開発力不足 情報化の遅れ その他

５５% ３７% ２８% ２８% ２２% １３%

■研究・開発・製造における課題 （複数回答）

人材の確保 費用調達
適切なサービス

選択
社内での意識

共有
問題なし その他

５６% ３９% ３３% ３０% ８% １１%

■AI・IoT・RPA等先進技術の導入・活用にあたっての課題 （複数回答）
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持続可能で強靭な社会の実現に向けた新たな技術の実装

３ 基本目標・施策展開

基本目標・施策展開①

基本目標Ⅰ

【技術の実装・ＤＸ】

施策１ スマートでレジリエントな社会の構築

【主な取組】
・埼玉版スーパー・シティプロジェクトの推進
・災害関連情報の可視化・共有化と迅速な発信・提供
・太陽光やバイオマス、地中熱などの再生可能エネル
ギーの普及拡大
・介護ロボットの普及促進

Society5.0の具体化や2050年カーボンニュートラル
の達成を見据えた持続可能で強靭な社会の実現を目
指して、埼玉版スーパー・シティプロジェクトの推進や再生
可能エネルギーの普及拡大、介護ロボットの普及促進な
ど新たな技術の社会実装に取組む。

施策２ デジタル社会に対応した行政サービス

の展開

【主な取組】
・行政手続の総合的なオンライン化の推進
・マイナンバーの活用による行政手続の利便性向上
・行政情報のオープンデータ化の推進
・デジタル技術を活用したインフラの整備・維持管理

ワンスオンリー・ワンストップの行政サービスや統合された
プラットフォームを活用したデータ連携による高度なサービ
スの提供を目指して、行政手続きのオンライン化やデータ
活用など行政サービスのデジタル化を推進し、県民生活
の質の向上を図る。

施策３ DXによる新たな価値の創出

【主な取組】
・AI・IoT、ロボットをはじめとしたデジタル技術の活用支援
・デジタルものづくり環境の変革推進
・商業・サービス産業におけるデジタル技術活用支援
・スマート農業技術の開発・実証・普及

AI・IoT、ロボットなどデジタル技術の活用による省力化
や生産性向上を図るとともに、デジタル技術を活用した
利便性の高い製品・サービスを提供する新たなビジネスモ
デルの創出を目指して、事業者によるDXに向けた取組
みを支援する。

◆温室効果ガスの排出量削減率
12％(H30)→24％以上（R8）

指標１ 指標２ ◆県行政手続のオンライン利用率
21.5％(R2)→50.0％(R8) 10



競争力強化につながるイノベーション創出の促進

３ 基本目標・施策展開

基本目標Ⅱ

【産業振興】

施策１ 社会課題の解決に資するイノベー

ションの創出

施策２ 産学官連携による新たな価値の共創 施策３ イノベーションの創出をもたらす産業の

集積

◆企業（製造業）が生み出す付加価値額
4.8兆円(R1)→4.8兆円(R8)

指標１ 指標２ ◆サービス産業の労働生産性
391.9万円(H30)→459.2万円(R8)

【主な取組】
・デジタル技術を活用した製品等の開発・実証支援
・社会課題解決に向けた新技術・新製品の開発支援
・新製品等の事業化・マッチング支援
・渋沢栄一創業プロジェクトの推進

社会課題の解決につながるイノベーションの創出を目指
して、製品等の開発・実証支援や事業化に向けたマッチ
ング支援、新分野への転換・参入支援、スタートアップや
ベンチャー企業の育成などに取組む。

【主な取組】
・産学連携による研究開発の推進
・知的財産の活用支援
・県立試験研究機関における研究開発の推進
・産学官連携による支援ネットワークの構築

競争力のある付加価値の高い製品・技術の開発を促
進し、新たな価値を創出することを目指して、産学連携
や知的財産活用などによる技術力向上の支援、大学・
研究機関・金融機関と企業をつなぐ産学官連携のサ
ポート体制の構築に取組む。

【主な取組】
・農業大学校跡地などを活用した成長産業の集積促
進
・企業誘致の推進
・イノベーションを生み出すベンチャー企業の育成

成長産業の集積によるイノベーションの創出を目指して、
農業大学校跡地などを活用した成長産業の集積を促
進するとともに、成長性の高い企業の誘致やイノベーショ
ンを生み出すベンチャー企業の育成により、地域経済を
活性化する。

基本目標・施策展開②
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超スマート社会を担う人材の育成

３ 基本目標・施策展開

基本目標Ⅲ

【教育・人材育成】

施策１ 科学技術への興味・関心を高める

教育の推進

施策２ 技術革新に対応し未来を創る人材

の育成

施策３ 産業界のニーズに対応する人材の

育成

◆児童生徒がＩＣＴを活用して学びを深めることを指導できる教員の割合
62.5％(R1)→100％(R8)

指標

【主な取組】
・世界をリードする科学技術人材の育成
・科学技術を体験できる教室の開催
・魅力ある理科教育の推進

急速な技術革新の進展と超スマート社会の到来に対
応するため、STEAM教育など子供たちの科学技術や理
科・数学、ものづくりに対する興味・関心を高める取組を
推進し、基礎的素養や論理的・科学的に考える力を有
する人材の育成を目指す。

【主な取組】
・GIGAスクール構想によるICT教育の推進
・教員のICT活用指導力の向上
・高度な理数教育の推進
・高度な知識・技能を身に付けた専門的職業人の育成

超スマート社会において重要となる「探究的な活動を
通じて自ら課題を発見し解決する力」を高め、課題に立
ち向かう人材を育成することを目指し、ICT教育やスー
パーサイエンスハイスクールなど高度な理数教育、専門的
職業人の育成に取組む。

【主な取組】
・AI・IoT、ロボットなどデジタル技術を活用できる人材の
育成
・ものづくりを支える人材の育成と技能の継承
・多様な人材の活躍推進

ウィズコロナ・ポストコロナ社会において企業が必要とす
る人材を育成するため、ＤＸ時代における企業のニーズ
に合ったデジタル技術を活用できる人材の育成や、本県
のものづくりを現場で支える技術者の能力向上と学び直
しのためのリカレント教育、技能の継承などに取組む。

基本目標・施策展開③
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施策 取組項目 取組内容

１ スマートでレジリエントな
社会の構築

(1) 住み続けられるまちづくりの推進
• 埼玉版スーパー・シティプロジェクトの推進

• コージェネレーションシステムや燃料電池によるエネルギーの効率的利用
• デジタル技術を活用したインフラの整備・維持管理
• 災害関連情報の可視化・共有化と迅速な発信・提供
• 河川の水位や降雨量などの防災情報を収集して県民に提供する体制の強化

(2) 多様なエネルギーの普及拡大と省エネル
ギー対策の推進

• 太陽光やバイオマス、地中熱などの再生可能エネルギーの普及拡大
• 住宅の省エネルギー対策の実施
• 事業活動における省エネルギー対策の促進
• ＥＶ・ＰＨＶなど電動車の普及促進

(3) 福祉・医療の安心確保の推進
• 介護ロボットの普及促進
• オンライン診療、電子処方箋及びオンライン服薬指導の普及促進
• レセプト（診療報酬明細書）データなどを活用した糖尿病重症化予防対策の推進
• 県民の疾病予防等に関する研究の推進

(4) 社会的ニーズに対応した研究開発の推
進

• 県環境科学国際センターによる研究開発の推進
• 県産業技術総合センターによる研究開発の推進
• 中小企業の環境・エネルギー分野の開発支援

２ デジタル社会に対応した
行政サービスの展開

(1) 行政サービスのデジタル化の推進
• 行政手続の総合的なオンライン化の推進
• マイナンバーの活用による行政手続の利便性向上
• 県民の視点に立ったウェブサービスの運営、インターネットを活用した情報提供の拡充

(2) データの利活用による行政サービス向上
• 行政情報のオープンデータ化の推進
• デジタル技術を活用したインフラの整備・維持管理【再掲】

(3) 防災情報の発信、情報セキュリティの強
化

• 災害関連情報の可視化・共有化と迅速な発信・提供【再掲】
• 河川の水位や降雨量などの防災情報を収集して県民に提供する体制の強化【再掲】
• 県民の重要な情報資産の保全

３ DXによる新たな価値の
創出

(1) 中小製造業やサービス産業におけるデジ
タル技術の活用支援

• ＡＩ・ＩｏＴ、ロボットをはじめとしたデジタル技術の活用支援
• デジタルものづくり環境の変革推進
• 商業・サービス産業におけるデジタル技術活用支援

(2) 農林業におけるデジタル技術の活用支援
• スマート農業技術の開発・実証・普及
• スマート林業技術の導入・普及

【基本目標Ⅰ】持続可能で強靭な社会の実現に向けた新たな技術の実装

取組一覧①
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施策 取組項目 取組内容

１ 社会課題の解決に資する
イノベーションの創出

(1) 社会課題の解決と新たな産業の育成に
つながるイノベーション支援

• デジタル技術を活用した製品等の開発・実証支援
• 社会課題解決に向けた新技術・新製品の開発支援
• 製造業・サービス産業などの経営革新支援

(2) 新製品等の事業化・マッチング支援 • 新製品等の販路開拓・技術マッチング支援
• 新分野への転換・参入支援

(3) ビジネスマッチングなどによる成長が期待
されるベンチャー企業の育成

• 創業・ベンチャー企業の育成
• 渋沢栄一創業プロジェクトの推進

２ 産学官連携による新たな
価値の共創

(1) 中小企業・小規模事業者の技術開発力
の強化

• 産学連携による研究開発の推進
• 知的財産の活用支援

(2) 県立試験研究機関における研究開発の
推進

• 企業の新技術開発を進める産業支援研究の推進
• 本県の農林水産業を支える戦略的試験研究の推進

(3) 産学官連携による支援ネットワークの構
築

• 大学・研究機関との連携による中小企業・小規模事業者の技術支援の推進
• 県内金融機関との連携によるサポート体制の構築
• 企業の様々な課題に対応する相談窓口の設置

３ イノベーションの創出をも
たらす産業の集積

(1) 成長産業の県内集積の促進 • 企業誘致の推進
• 農業大学校跡地などを活用した成長産業の集積促進

(2) イノベーションを生み出すベンチャー企業
の育成

• 創業・ベンチャー企業の育成【再掲】
• 渋沢栄一創業プロジェクトの推進【再掲】

【基本目標Ⅱ】競争力強化につながるイノベーション創出の促進

取組一覧②
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施策 取組項目 取組内容

１ 科学技術への興味・関心
を高める教育の推進

(1) 科学技術を体感する機会の提供 • 世界をリードする科学技術人材の育成
• 科学技術を体験できる教室の開催
• 県立試験研究機関による公開講座等の開催

(2) 魅力ある理科教育の推進 • 指導者の理科教育に対する指導力の向上

２ 技術革新に対応し未来を
創る人材の育成

(1) ＩＣＴ教育の推進 • ＧＩＧＡスクール構想によるＩＣＴ教育の推進
• 教員のＩＣＴ活用指導力の向上
• 児童生徒の情報活用能力の育成

(2) 時代の変化に対応する専門教育の推進 • 世界をリードする科学技術人材の育成【再掲】
• 高度な理数教育の推進
• 高度な知識・技能を身に付けた専門的職業人の育成推進
• 企業等と連携した職場体験活動などの充実

３ 産業界のニーズに対応す
る人材の育成

(1) デジタル技術を活用できる人材の育成 • 実践的なＩＴ技術分野の在職者向け職業訓練の推進
• デジタル技術の進展に対応した求職者向け職業訓練の推進
• ＡＩ・ＩｏＴ、ロボットなどデジタル関連産業を担う人材を育成する実践的な研修の開催

(2) ものづくりを支える人材の育成と技能の
継承

• 高等技術専門校におけるものづくり分野の職業訓練の実施
• 技能検定制度の普及や全国レベルの技能競技大会の活用によるものづくり人材の育成

(3) 多様な人材の活躍推進 • 「プロフェッショナル人材」の活用
• 世界で活躍するグローバル人材の育成
• シニア・女性の活躍推進

【基本目標Ⅲ】超スマート社会を担う人材の育成

取組一覧③
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